
京都市南区上鳥羽北塔ノ本町34番 地

第 3号 様式 (第15条関係)

排 出 量 削 減 報 告  書

名。記名押印又は

関西尾池工業株式会社 代表取締役社長 尾 池 均

該当する□には、 レ印を記入 してください。特定事業者以外の事業考の方はレ印のHrd人は不要です。

「基準年度」とは計画期間の前年度を、 「日標年度」とは計画期間の最終年度を、 「報告年度Jと は計画期間のうち、今回報告の対象となる年度をいいます。

「事業所等排出区分」とは京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温=効 果ガスを、 「輸送 4f両排出区分Jと は自動車運送事業者については使用の本拠の位
置を京都府内とする車両の排出する温寄効果ガスを、鉄通事業者については保有する貨物車両又は旅客車両の排出する出室効果ガスを、 「その他排出区分Jと は ,記以外の京都府内における
事業所等の事業活動に伴い発生する温堂効果ガスをいいます。

4「 その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの削減最等」の実績については、計画期間中の実績の累計を記入してください。
(例)グ リーン電力の購人による温室効果ガスの削減実積が 18年 度 5ト ンで19年度10トンの場合、 19年 度の報告書の実積については 18年 度と 19年 度の実績を繋言|し15トンと記入

5「 特記事項」には、平成 2年 度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギー原単位C02排出量、省エネ製品開発など他者の温電効果ガス排出削減への貢献、グリーン調達の採
用、特定フロンなどの条例指定外の温電効果ガスの削減などを記入してください。

者業事

注 1

2

3

京都 府 地 球 温 暖 化 対 策 条 例 第 1 9条 の 規 定 によ り提 出 します 。

行 疋 争 未 有 t / 7

主たる業種 蒸着加工製品およびコーティング加工製品の製造

該 当 可 る 学 未

者要件
ｐ

　

ｒ

　

年

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算して1,500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規貝J第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシー150台
以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規貝J第10条第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算して3,000ト
ン以 L))

計 画 期 陪 平成 1る年 4 月 ～  平 成 2 0年 3月

基 本 方 釧 電力使用効率の改善による原単位7%の 削減を目指す。 く19〉原単位24 %削 減)

確  lE 体  制 環境管理組織体制 (IS014001認証取得済み) く19〉推進体制組織維持 ・管理)

呉

組

置中的帥
年
体

及

年度 設備、対象、工程等 措 置 内 容

蒸着機 ・スハ
°
ッタ機

全社

蒸着機 ・スハ
°
ッタ機 :シリーガ交換時等作業時不要ポンプの停止。
全社 :適切な空調の温度管理の実施。
原単位 :平成16年度比 3%削 減
((17〉原単位152%削減)

蒸着機 ・スハ
°ヽ
ッタ機

全社

蒸着機 もスハ
°
ッタ機 :シリース

Ⅲ
交換時等作業時不要ポンプの停止。

全社 :適切な空調の温度管理の実施。
原単位 :平成16年度比 5%削 減
(〈18〉原単位24%削 減)

蒸着機 ・スハ
°
ッタ機

全社

蒸着機 ・スハ
°
ッタ機 iシリース

や
交換時等作業時不要ポンプの停止。

全社 :適切な空調の温度管理の実施。
原単位 :平成16年度比 7%削 減
(〈19〉原単位25%削 減)

ス

等”腿
室
リ
温

の 排出区分 (  1 6  )年 度

(■酸化炭素換算 (t))

( 19 )年 度
(二酸化炭 煮換算 ( t ) )

(計画)
(%)

報 古 千 反 ( 天 槙 ノ

( 1 9 )年度
(二酸化炭素換算 (t))

印J漂卒

(実績)
( % )

A事 業所等排出区分 6,440 3  t 7,1022 t 103% 7763 と ↑20s %

B輸 送車両排出区分 t t % %

C そ の 他 , F 出区 分 t [ % %

排出合計 1        6440 3 t 2   7,1022 t ↑ % 77も3.と ↑20s %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの肖J減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画) 報告年度 (実績)

取組量等 (二酸化炭素換算 (t)) 取組量等 (二酸化炭素換算 (t)

森 林 の保 全 及 び整 備 (整備面積 (吸収畳) t (整備面積 (吸収忌)

府内産の木材の利用 (利用量 ) (削減量 t (利 '村風) (博j減巳)

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

(売電量) (削減量 t (売電室) (削減量)

(熱供給量 (削減量) t (熱けt給量 (削減量)

グリーン電力の購入 (購入量) (削減量 t (購入量) (削減量)

削減量等合計 t

差引排出量

(排出合計一削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減暮 (計画) 報告年度 (実績) 削減率 (実績)

1        6440 3 t 2)(13) 71022 t ↑1 0 3 % (44)一●5)               77る 3.し t ↑205 %

持 記 事 琴 当社では電気便用量の削減評価値として、原単位 (二酸化炭素換算■生産数量)を 七
(  基 準年度平成16年度 原 単位2541  平 成18年度目標 原 単位で240に対し、
平成19年度目標原単位235に対し、実績は原単位で2478で25%削 減)
*20年度からは尾池工業いを特定事業者とし、削減計画を提出します。

用 しています。

実績は原単位で24緯で23%鞄 萩

連 絡 先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァクシ ミリ番号


